第２号様式（第４条関係）
誓 約 書

当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、「新居浜市えひめ版応援金（第二弾）（以下「応援金」という。）」の交付申請に当たり、次のとおり誓約します。この誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
また、貴職において必要と判断した場合、申請書類の記載情報を国、愛媛県、警察、税務機関等必要な機関に照会または提供することに同意します。

１　感染対策及び事業継続に関して
（１）将来に向かって効果が持続する形で感染対策に取り組んでいます。
（２）応援金の交付を受けた後も、新居浜市において事業を継続する意思があります。

２　当該申請に関して
（１）申請内容は事実に相違なく、申請要件を満たしています。虚偽が判明した場合は、応援金の返還に応じるとともに、事業者名等の情報を公表されることに同意します。
（２）「令和３年８月から９月の県からの営業時間短縮要請」の対象事業者ではありません。
[bookmark: _GoBack]（３）令和３年６月分から９月分までの「緊急事態措置又はまん延防止等重点措置の影響緩和に係る月次支援金」を受給しておらず、かつ将来にわたって申請及び受給いたしません。また、本日以降に当該支援金を受給した場合は、応援金を返還します。
（４）新居浜市から検査・報告・是正のための措置の求めがあった場合は、これに応じます。
（５）愛媛県や新居浜市の感染防止対策に協力するとともに、業種別ガイドラインを遵守し、感染防止に努めます。

３ 暴力団排除等に関して
当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、応援金の交付申請から応援金の受領後においても、下記のいずれにも該当しません。
（１）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条に規定
する暴力団又は暴力団員と関係がある場合等
（２）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条第
１項の風俗営業（ただし、同項第１号の一部（料理店）及び第５号（ゲームセンター）は除
く。）及び同法第２条第５項の性風俗関連特殊営業
（３）国、法人税法別表第１に規定する公共法人
（４）政治団体
（５）宗教上の組織若しくは団体
（６）大企業及びみなし大企業（※みなし大企業については以下のいずれかが対象）
①発行済株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所有している中小企業者
　　②発行済株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を大企業が所有している中小企業者
　　③大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占めている中小企業者

令和　 年　 月　 日
新居浜市長

法人所在地（個人事業主は事業主の住民票の住所）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人名　（個人事業主は記載不要）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者職（個人事業主は記載不要）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※ 署名　もしくは　記名（ゴム印可）・捺印　して下さい。
署名の場合は、法人代表者又は個人事業主本人が自署してください。
